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令和　　　年　　　月　　　日 

若年者雇用促進資金の融資対象要件については、下記のとおり（　　　　）に該当します｡

企 業 名

代表者名	

１　令和６年４月１日以降に既に若年者を２人以上常用労働者（１年以上の継続雇用が見込まれ
　　るもの）として雇用している場合

（１）雇用の減少を伴うものではないこと
	従業員数
	若年者雇用時
	若年者雇用人数
	現　　状

	
	名
	名
	名



（２）雇用した若年者（以下①～③（注））の雇用年月日及び種類
	雇用年月日
	①新規学卒者
	②新規学卒未就職者
	③山口しごとセンター
登録者

	
	名
	名
	名

	
	名
	名
	名


※３名以上の若年者の雇用を予定している場合は、うち２名を記載のこと。

２　今後３ヵ月以内に２人以上の若年者を常用労働者（１年以上の継続雇用が見込まれるもの）
　　として雇用する事業計画を有する場合

（１）雇用の減少を伴うものではないこと
	従業員数
	現　　状
	若年者雇用予定人数
	事業計画実施後

	
	名
	名
	名



（２）若年者（以下①～③（注））の雇用計画
	雇用予定年月日
	①新規学卒者
	②新規学卒未就職者
	③山口しごとセンター
登録者

	
	名
	名
	名

	
	名
	名
	名


※３名以上の若年者の雇用を予定している場合は、うち２名を記載のこと。

注１：若年者
・①令和６年３月以降の県内新規学卒（予定）者
②令和４年３月以降の県内学卒未就職者でハローワークに求職申込みをしている者
③山口しごとセンター登録者で３９歳以下の者
注２：常用労働者
　常時使用する労働者として再雇用し、又は新規に雇用されてから１年以上継続して雇用される者で、
　かつ、雇用保険の被保険者であるもの
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